
過疎地域自立促進特別措置法 
平成12年 3月31日 法律 第15号

過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正する法律 
平成22年 3月17日 法律 第3号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（過疎地域）
第二条 この法律において「過疎地域」とは、 次に
掲げる要件に該当する市町村（地方税の収入以
外の政令で定める収入の額が政令で定める金額
を超える市町村を除く。）の区域をいう。
一 次の いずれかに該当すること。ただし、イ、
ロ又はハに該当する場合においては、国勢調
査の結果による市町村人口に係る平成七年の
人口から当該市町村人口に係る昭和四十五年
の人口を控除して得た人口を当該市町村人口
に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一
未満であること。
イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭
和三十五年の人口から当該市町村人口に係
る平成七年の人口を控除して得た人口を当
該市町村人口に係る昭和三十五年の人口で
除して得た数値（以下「三十五年間人口減
少率」という。）が〇・三以上であるこ
と。
ロ 三十五年間人口減少率が〇・二五以上で
あって、国勢調査の結果による市町村人口
に係る平成七年の人口のうち六十五歳以上
の人口を当該市町村人口に係る同年の人口
で除して得た数値が〇・二四以上であるこ
と。
ハ 三十五年間人口減少率が〇・二五以上で
あって、国勢調査の結果による市町村人口
に係る平成七年の人口のうち十五歳以上三
十歳未満の人口を当該市町村人口に係る同
年の人口で除して得た数値が〇・一五以下
であること。
ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭
和四十五年の人口から当該市町村人口に係
る平成七年の人口を控除して得た人口を当
該市町村人口に係る昭和四十五年の人口で
除して得た数値が〇・一九以上であるこ
と。

二 地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一
号）第十四条の規定により算定した市町村の
基準財政収入額を同法第十一条の規定により
算定した当該市町村の基準財政需要額で除し
て得た数値で平成八年度から平成十年度まで
の各年度に係るものを合算したものの三分の
一の数値が〇・四二以下であること。

２ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、

（過疎地域）
第二条 この法律において「過疎地域」とは、 次の
各号のいずれかに該当する市町村（地方税の収
入以外の政令で定める収入の額が政令で定める
金額を超える市町村を除く。）の区域をいう。
一 次の いずれかに該当し、かつ、地方交付税法
（昭和二十五年法律第二百十一号）第十四条
の規定により算定した市町村の基準財政収入
額を同法第十一条の規定により算定した当該
市町村の基準財政需要額で除して得た数値
（次号において「財政力指数」という。）で
平成八年度から平成十年度までの各年度に係
るものを合算したものの三分の一の数値が
〇・四二以下であること。ただし、イ、ロ又
はハに該当する場合においては、国勢調査の
結果による市町村人口に係る平成七年の人口
から当該市町村人口に係る昭和四十五年の人
口を控除して得た人口を当該市町村人口に係
る同年の人口で除して得た数値が〇・一未満
であること。
イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭
和三十五年の人口から当該市町村人口に係
る平成七年の人口を控除して得た人口を当
該市町村人口に係る昭和三十五年の人口で
除して得た数値（以下「三十五年間人口減
少率」という。）が〇・三以上であるこ
と。
ロ 三十五年間人口減少率が〇・二五以上で
あって、国勢調査の結果による市町村人口
に係る平成七年の人口のうち六十五歳以上
の人口を当該市町村人口に係る同年の人口
で除して得た数値が〇・二四以上であるこ
と。
ハ 三十五年間人口減少率が〇・二五以上で
あって、国勢調査の結果による市町村人口
に係る平成七年の人口のうち十五歳以上三
十歳未満の人口を当該市町村人口に係る同
年の人口で除して得た数値が〇・一五以下
であること。
ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭
和四十五年の人口から当該市町村人口に係
る平成七年の人口を控除して得た人口を当
該市町村人口に係る昭和四十五年の人口で
除して得た数値が〇・一九以上であるこ
と。
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過疎地域をその区域とする市町村（以下「過疎
地域の市町村」という。）を公示するものとす
る。

二 次のいずれかに該当し、かつ、財政力指数で
平成十八年度から平成二十年度までの各年度
に係るものを合算したものの三分の一の数値
が〇・五六以下であること。ただし、イ、ロ
又はハに該当する場合においては、国勢調査
の結果による市町村人口に係る平成十七年の
人口から当該市町村人口に係る昭和五十五年
の人口を控除して得た人口を当該市町村人口
に係る同年の人口で除して得た数値が〇・一
未満であること。
イ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭
和三十五年の人口から当該市町村人口に係
る平成十七年の人口を控除して得た人口を
当該市町村人口に係る昭和三十五年の人口
で除して得た数値（以下「四十五年間人口
減少率」という。）が〇・三三以上である
こと。
ロ 四十五年間人口減少率が〇・二八以上で
あって、国勢調査の結果による市町村人口
に係る平成十七年の人口のうち六十五歳以
上の人口を当該市町村人口に係る同年の人
口で除して得た数値が〇・二九以上である
こと。
ハ 四十五年間人口減少率が〇・二八以上で
あって、国勢調査の結果による市町村人口
に係る平成十七年の人口のうち十五歳以上
三十歳未満の人口を当該市町村人口に係る
同年の人口で除して得た数値が〇・一四以
下であること。
ニ 国勢調査の結果による市町村人口に係る昭
和五十五年の人口から当該市町村人口に係
る平成十七年の人口を控除して得た人口を
当該市町村人口に係る昭和五十五年の人口
で除して得た数値が〇・一七以上であるこ
と。

２ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、
過疎地域をその区域とする市町村（以下「過疎
地域の市町村」という。）を公示するものとす
る。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
第二章 過疎地域自立促進計画
（過疎地域自立促進方針）
第五条 都道府県は、当該都道府県における過疎地
域の自立促進を図るため、過疎地域自立促進方
針（以下「自立促進方針」という。）を定める
ものとする。
２ 自立促進方針は、 ◆追加◆次に掲げる事項につ
いて定めるものとする。
一 過疎地域の自立促進に関する基本的な事項
二 過疎地域における農林水産業、商工業その他
の産業の振興及び観光の開発に関する事項
三 過疎地域とその他の地域及び過疎地域内を連
絡する交通通信体系の整備、過疎地域におけ
る情報化並びに地域間交流の促進に関する事

第二章 過疎地域自立促進計画
（過疎地域自立促進方針）
第五条 都道府県は、当該都道府県における過疎地
域の自立促進を図るため、過疎地域自立促進方
針（以下「自立促進方針」という。）を定める
ことができる。
２ 自立促進方針は、 おおむね次に掲げる事項につ
いて定めるものとする。
一 過疎地域の自立促進に関する基本的な事項
二 過疎地域における農林水産業、商工業その他
の産業の振興及び観光の開発に関する事項
三 過疎地域とその他の地域及び過疎地域内を連
絡する交通通信体系の整備、過疎地域におけ
る情報化並びに地域間交流の促進に関する事
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項
四 過疎地域における生活環境の整備に関する事
項
五 過疎地域における高齢者等の保健及び福祉の
向上及び増進に関する事項
六 過疎地域における医療の確保に関する事項
七 過疎地域における教育の振興に関する事項
八 過疎地域における地域文化の振興等に関する
事項
九 過疎地域における集落の整備に関する事項

３ 都道府県は、自立促進方針を作成するに当たっ
ては、過疎地域を広域的な経済社会生活圏の整
備の体系に組み入れるよう配慮しなければなら
ない。
４ 都道府県は、自立促進方針を定めようとすると
きは、あらかじめ、総務大臣、農林水産大臣及
び国土交通大臣に協議し、その同意を得なけれ
ばならない。この場合において、総務大臣、農
林水産大臣及び国土交通大臣は、同意をしよう
とするときは、関係行政機関の長に協議するも
のとする。
◆追加◆
◆追加◆

項
四 過疎地域における生活環境の整備に関する事
項
五 過疎地域における高齢者等の保健及び福祉の
向上及び増進に関する事項
六 過疎地域における医療の確保に関する事項
七 過疎地域における教育の振興に関する事項
八 過疎地域における地域文化の振興等に関する
事項
九 過疎地域における集落の整備に関する事項

３ 都道府県は、自立促進方針を作成するに当たっ
ては、過疎地域を広域的な経済社会生活圏の整
備の体系に組み入れるよう配慮しなければなら
ない。
４ 都道府県は、自立促進方針を定めようとすると
きは、あらかじめ、総務大臣、農林水産大臣及
び国土交通大臣に協議し、その同意を得なけれ
ばならない。この場合において、総務大臣、農
林水産大臣及び国土交通大臣は、同意をしよう
とするときは、関係行政機関の長に協議するも
のとする。
５ 過疎地域の市町村は、自立促進方針が定められ
ていない場合には、都道府県に対し、自立促進
方針を定めるよう要請することができる。
６ 前項の規定による要請があったときは、都道府
県は、速やかに、自立促進方針を定めるものと
する。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（過疎地域自立促進市町村計画）
第六条 過疎地域の市町村は、自立促進方針に基づ
き、当該市町村の議会の議決を経て過疎地域自
立促進市町村計画（以下「市町村計画」とい
う。）を 定めなければならない。この場合にお
いて、当該市町村は、あらかじめ、都道府県に
協議しなければならない。
２ 市町村計画は、 ◆追加◆次に掲げる事項につい
て定めるものとする。
一 地域の自立促進の基本的方針に関する事項
二 農林水産業、商工業その他の産業の振興及び
観光の開発に関する事項
三 交通通信体系の整備、地域における情報化及
び地域間交流の促進に関する事項
四 生活環境の整備に関する事項
五 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関
する事項
六 医療の確保に関する事項
七 教育の振興に関する事項
八 地域文化の振興等に関する事項
九 集落の整備に関する事項
十 前各号に掲げるもののほか、地域の自立促進
に関し市町村が必要と認める事項

３ 市町村計画は、他の法令の規定による地域振興
に関する計画と調和が保たれるとともに、当該
市町村の建設に関する基本構想又は広域的な経

（過疎地域自立促進市町村計画）
第六条 過疎地域の市町村は、自立促進方針に基づ
き、当該市町村の議会の議決を経て過疎地域自
立促進市町村計画（以下「市町村計画」とい
う。）を 定めることができる。
２ 市町村計画は、 おおむね次に掲げる事項につい
て定めるものとする。
一 地域の自立促進の基本的方針に関する事項
二 農林水産業、商工業その他の産業の振興及び
観光の開発に関する事項
三 交通通信体系の整備、地域における情報化及
び地域間交流の促進に関する事項
四 生活環境の整備に関する事項
五 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進に関
する事項
六 医療の確保に関する事項
七 教育の振興に関する事項
八 地域文化の振興等に関する事項
九 集落の整備に関する事項
十 前各号に掲げるもののほか、地域の自立促進
に関し市町村が必要と認める事項

３ 市町村計画は、他の法令の規定による地域振興
に関する計画と調和が保たれるとともに、当該
市町村の建設に関する基本構想又は広域的な経
済社会生活圏の整備の計画に適合するよう定め
なければならない。

3



済社会生活圏の整備の計画に適合するよう定め
なければならない。
◆追加◆
４ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めたとき
は、直ちに、総務大臣、農林水産大臣及び国土
交通大臣にこれを提出しなければならない。
５ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、
前項の規定により市町村計画の提出があった場
合においては、直ちに、その内容を関係行政機
関の長に通知しなければならない。この場合に
おいて、関係行政機関の長は、当該市町村計画
についてその意見を総務大臣、農林水産大臣及
び国土交通大臣に申し出ることができる。
６ 第一項及び 前二項の規定は、市町村計画の変更
について準用する。

４ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めようと
するときは、当該市町村計画に定める事項のう
ち第二項第二号から第九号までの事項について
は、あらかじめ都道府県に協議しなければなら
ない。
５ 過疎地域の市町村は、市町村計画を定めたとき
は、直ちに、総務大臣、農林水産大臣及び国土
交通大臣にこれを提出しなければならない。
６ 総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、
前項の規定により市町村計画の提出があった場
合においては、直ちに、その内容を関係行政機
関の長に通知しなければならない。この場合に
おいて、関係行政機関の長は、当該市町村計画
についてその意見を総務大臣、農林水産大臣及
び国土交通大臣に申し出ることができる。
７ 第一項及び 前三項の規定は、市町村計画の変更
について準用する。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（過疎地域自立促進都道府県計画）
第七条 都道府県は、自立促進方針に基づき、過疎
地域の自立促進を図るため、過疎地域自立促進
都道府県計画（以下「都道府県計画」とい
う。）を 定め、これを総務大臣、農林水産大臣
及び国土交通大臣に提出するものとする。
２ 都道府県計画は、 ◆追加◆前条第二項各号に掲
げる事項について当該都道府県が過疎地域の市
町村に協力して講じようとする措置の計画とす
る。
３ 都道府県は、都道府県計画を作成するに当たっ
ては、一の過疎地域の市町村の区域を超える広
域の見地に配慮するものとする。
◆追加◆
４ 前条第五項の規定は都道府県計画の提出があっ
た場合について、 第一項及び 同条第五項の規定
は都道府県計画の変更について、それぞれ準用
する。

（過疎地域自立促進都道府県計画）
第七条 都道府県は、自立促進方針に基づき、過疎
地域の自立促進を図るため、過疎地域自立促進
都道府県計画（以下「都道府県計画」とい
う。）を 定めることができる。
２ 都道府県計画は、 おおむね前条第二項各号に掲
げる事項について当該都道府県が過疎地域の市
町村に協力して講じようとする措置の計画とす
る。
３ 都道府県は、都道府県計画を作成するに当たっ
ては、一の過疎地域の市町村の区域を超える広
域の見地に配慮するものとする。
４ 都道府県は、都道府県計画を定めたときは、こ
れを総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣
に提出するものとする。
５ 前条第六項の規定は都道府県計画の提出があっ
た場合について、 前項及び 同条第六項の規定は
都道府県計画の変更について、それぞれ準用す
る。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（過疎地域自立促進のための地方債）
第十二条 過疎地域の市町村が市町村計画に基づい
て行う地場産業に係る事業又は観光若しくはレ
クリエーションに関する事業を行う者で政令で
定めるものに対する出資及び次に掲げる施設の
整備につき当該市町村が必要とする経費につい
ては、地方財政法（昭和二十三年法律第百九
号）第五条各号に規定する経費に該当しないも
のについても、地方債をもってその財源とする
ことができる。
一 交通の確保又は産業の振興を図るために必要
な政令で定める市町村道（融雪施設その他の
道路の附属物を含む。）、農道、林道及び漁

（過疎地域自立促進のための地方債）
第十二条 過疎地域の市町村が市町村計画に基づい
て行う地場産業に係る事業又は観光若しくはレ
クリエーションに関する事業を行う者で政令で
定めるものに対する出資及び次に掲げる施設の
整備につき当該市町村が必要とする経費につい
ては、地方財政法（昭和二十三年法律第百九
号）第五条各号に規定する経費に該当しないも
のについても、地方債をもってその財源とする
ことができる。
一 交通の確保又は産業の振興を図るために必要
な政令で定める市町村道（融雪施設その他の
道路の附属物を含む。）、農道、林道及び漁
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港関連道
二 漁港及び港湾
三 地場産業の振興に資する施設で政令で定める
もの
四 観光又はレクリエーションに関する施設
五 電気通信に関する施設
六 下水処理のための施設
七 公民館その他の集会施設
八 消防施設
九 高齢者の保健又は福祉の向上又は増進を図る
ための施設
十 保育所及び児童館
◆追加◆
十一 診療施設（巡回診療車及び巡回診療船並び
に患者輸送車及び患者輸送艇を含む。）
十二 公立の小学校又は中学校 を適正な規模にす
るための統合に伴い必要となり、又は必要と
なった校舎、屋内運動場及び寄宿舎並びに公
立の小学校又は中学校 を適正な規模にするた
めの統合に伴い必要となった教員又は職員の
ための住宅及び児童又は生徒の通学を容易に
するための自動車又は渡船施設
◆追加◆
十三 地域文化の振興等を図るための施設
十四 集落の整備のための政令で定める用地及び
住宅
◆追加◆
十五 前各号に掲げるもののほか、政令で定める
施設

◆追加◆
２ 市町村計画に基づいて行う 前項に規定する出資
又は施設の整備 ◆追加◆につき過疎地域の市町
村が必要とする経費の財源に充てるため起こし
た地方債（当該地方債を財源として設置した施
設に関する事業の経営に伴う収入を当該地方債
の元利償還に充てることができるものを除
く。）で、総務大臣が指定したものに係る元利
償還に要する経費は、地方交付税法の定めると
ころにより、当該市町村に交付すべき地方交付
税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入す
るものとする。

港関連道
二 漁港及び港湾
三 地場産業の振興に資する施設で政令で定める
もの
四 観光又はレクリエーションに関する施設
五 電気通信に関する施設
六 下水処理のための施設
七 公民館その他の集会施設
八 消防施設
九 高齢者の保健又は福祉の向上又は増進を図る
ための施設
十 保育所及び児童館
十一 認定こども園（就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の推進に関する法
律（平成十八年法律第七十七号）第三条第一
項又は第二項の規定による認定を受けた施設
をいう。）
十二 診療施設（巡回診療車及び巡回診療船並び
に患者輸送車及び患者輸送艇を含む。）
十三 公立の小学校又は中学校 の校舎、屋内運動
場及び寄宿舎並びに公立の小学校又は中学校
の教員又は職員のための住宅及び児童又は生
徒の通学を容易にするための自動車又は渡船
施設
十四 図書館
十五 地域文化の振興等を図るための施設
十六 集落の整備のための政令で定める用地及び
住宅
十七 太陽光、バイオマスを熱源とする熱その他
の自然エネルギーを利用するための施設で政
令で定めるもの
十八 前各号に掲げるもののほか、政令で定める
施設

２ 前項に規定するもののほか、地域医療の確保、
住民の日常的な移動のための交通手段の確保、
集落の維持及び活性化その他の住民が将来にわ
たり安全に安心して暮らすことのできる地域社
会の実現を図るため特別に地方債を財源として
行うことが必要と認められる事業として過疎地
域の市町村が市町村計画に定めるもの（当該事
業の実施のために地方自治法（昭和二十二年法
律第六十七号）第二百四十一条の規定により設
けられる基金の積立てを含む。次項において
「過疎地域自立促進特別事業」という。）の実
施につき当該市町村が必要とする経費（出資及
び施設の整備につき必要とする経費を除く。）
については、地方財政法第五条各号に規定する
経費に該当しないものについても、人口、面
積、財政状況その他の条件を考慮して総務省令
で定めるところにより算定した額の範囲内に限
り、地方債をもってその財源とすることができ
る。
３ 市町村計画に基づいて行う 第一項に規定する出
資 若しくは施設の整備 又は過疎地域自立促進特
別事業の実施につき過疎地域の市町村が必要と
する経費の財源に充てるため起こした地方債
（当該地方債を財源として設置した施設に関す

5



る事業の経営に伴う収入を当該地方債の元利償
還に充てることができるものを除く。）で、総
務大臣が指定したものに係る元利償還に要する
経費は、地方交付税法の定めるところにより、
当該市町村に交付すべき地方交付税の額の算定
に用いる基準財政需要額に算入するものとす
る。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（公共下水道の幹線管渠（きよ）等の整備）
第十五条 過疎地域における市町村が管理する公共
下水道のうち、広域の見地から設置する必要が
あるものであって、過疎地域の市町村のみでは
設置することが困難なものとして国土交通大臣
が指定するものの幹線管渠（きよ）、終末処理
場及びポンプ施設（以下「幹線管渠等」とい
う。）の設置については、下水道法（昭和三十
三年法律第七十九号）第三条第一項の規定にか
かわらず、都道府県計画に基づいて、都道府県
が行うことができる。
２ 前項の指定は、当該公共下水道の公共下水道管
理者（下水道法第四条第一項に規定する公共下
水道管理者をいう。以下同じ。）である市町村
の申請に基づいて行うものとする。
３ 市町村は、前項の申請をしようとするときは、
あらかじめ、都道府県に協議しなければならな
い。
４ 都道府県は、第一項の規定により公共下水道の
幹線管渠等の設置を行う場合においては、政令
で定めるところにより、当該公共下水道の公共
下水道管理者に代わってその権限を行うものと
する。
５ 第一項の規定により都道府県が公共下水道の幹
線管渠等の設置を行う場合においては、下水道
法第二十二条第一項の規定の適用については、
当該都道府県を公共下水道管理者とみなす。
６ 第一項の規定により都道府県が行う公共下水道
の幹線管渠等の設置に係る事業（以下「公共下
水道幹線管渠等整備事業」という。）に要する
経費については、当該都道府県が負担する。
７ 前項の規定にかかわらず、公共下水道幹線管渠
等整備事業を行う都道府県は、当該公共下水道
の公共下水道管理者である市町村に対し、当該
事業に要する経費の全部又は一部を負担させる
ことができる。
８ 前項の経費について市町村が負担すべき額は、
当該市町村の意見を聴いた上、当該都道府県の
議会の議決を経て定めなければならない。
９ 公共下水道幹線管渠等整備事業に要する経費に
係る国の補助及び資金の融通については、当該
事業に係る公共下水道を都道府県が設置する公
共下水道とみなす。

10 負担特例法第二条第一項の規定の例によって算
定した同項に規定する財政力指数が〇・四六に
満たない都道府県（以下「特定都道府県」とい

（公共下水道の幹線管渠（きよ）等の整備）
第十五条 過疎地域における市町村が管理する公共
下水道のうち、広域の見地から設置する必要が
あるものであって、過疎地域の市町村のみでは
設置することが困難なものとして国土交通大臣
が指定するものの幹線管渠（きよ）、終末処理
場及びポンプ施設（以下「幹線管渠等」とい
う。）の設置については、下水道法（昭和三十
三年法律第七十九号）第三条第一項の規定にか
かわらず、都道府県計画に基づいて、都道府県
が行うことができる。
２ 前項の指定は、当該公共下水道の公共下水道管
理者（下水道法第四条第一項に規定する公共下
水道管理者をいう。以下同じ。）である市町村
の申請に基づいて行うものとする。
◆削除◆
３ 都道府県は、第一項の規定により公共下水道の
幹線管渠等の設置を行う場合においては、政令
で定めるところにより、当該公共下水道の公共
下水道管理者に代わってその権限を行うものと
する。
４ 第一項の規定により都道府県が公共下水道の幹
線管渠等の設置を行う場合においては、下水道
法第二十二条第一項の規定の適用については、
当該都道府県を公共下水道管理者とみなす。
５ 第一項の規定により都道府県が行う公共下水道
の幹線管渠等の設置に係る事業（以下「公共下
水道幹線管渠等整備事業」という。）に要する
経費については、当該都道府県が負担する。
６ 前項の規定にかかわらず、公共下水道幹線管渠
等整備事業を行う都道府県は、当該公共下水道
の公共下水道管理者である市町村に対し、当該
事業に要する経費の全部又は一部を負担させる
ことができる。
７ 前項の経費について市町村が負担すべき額は、
当該市町村の意見を聴いた上、当該都道府県の
議会の議決を経て定めなければならない。
８ 公共下水道幹線管渠等整備事業に要する経費に
係る国の補助及び資金の融通については、当該
事業に係る公共下水道を都道府県が設置する公
共下水道とみなす。
９ 負担特例法第二条第一項の規定の例によって算
定した同項に規定する財政力指数が〇・四六に
満たない都道府県（以下「特定都道府県」とい
う。）が行う公共下水道幹線管渠等整備事業に
係る経費に対する国の補助の割合については、
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う。）が行う公共下水道幹線管渠等整備事業に
係る経費に対する国の補助の割合については、
負担特例法第三条及び第四条の規定の例によ
る。ただし、負担特例法第三条中「適用団体」
とあるのは、「特定都道府県」とする。

負担特例法第三条及び第四条の規定の例によ
る。ただし、負担特例法第三条中「適用団体」
とあるのは、「特定都道府県」とする。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（減価償却の特例）
第三十条 過疎地域内において製造の事業 、ソフト
ウェア業又は旅館業（下宿営業を除く。以下同
じ。）の用に供する設備を新設し、又は増設し
た者がある場合において、当該新設又は増設に
より、当該過疎地域内における雇用の増大に寄
与すると認められるときは、当該新設又は増設
に伴い新たに取得し、又は製作し、若しくは建
設した機械及び装置（製造の事業 又はソフト
ウェア業の用に供するものに限る。以下同
じ。）並びに建物及びその附属設備について
は、租税特別措置法の定めるところにより、特
別償却を行うことができる。

（減価償却の特例）
第三十条 過疎地域内において製造の事業 、情報通
信技術利用事業（情報通信の技術を利用する方
法により行う商品又は役務に関する情報の提供
に関する事業その他の政令で定める事業をい
う。以下同じ。）又は旅館業（下宿営業を除
く。以下同じ。）の用に供する設備を新設し、
又は増設した者がある場合において、当該新設
又は増設により、当該過疎地域内における雇用
の増大に寄与すると認められるときは、当該新
設又は増設に伴い新たに取得し、又は製作し、
若しくは建設した機械及び装置（製造の事業 又
は情報通信技術利用事業の用に供するものに限
る。以下同じ。）並びに建物及びその附属設備
については、租税特別措置法の定めるところに
より、特別償却を行うことができる。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置）
第三十一条 地方税法（昭和二十五年法律第二百二
十六号）第六条の規定により、地方公共団体
が、過疎地域内において製造の事業、 ソフト
ウェア業若しくは旅館業の用に供する設備を新
設し、若しくは増設した者について、その事業
に対する事業税、その事業に係る建物若しくは
その敷地である土地の取得に対する不動産取得
税若しくはその事業に係る機械及び装置若しく
はその事業に係る建物若しくはその敷地である
土地に対する固定資産税を課さなかった場合若
しくは過疎地域内において畜産業若しくは水産
業を行う個人について、その事業に対する事業
税を課さなかった場合又はこれらの者につい
て、これらの地方税に係る不均一の課税をした
場合において、これらの措置が総務省令で定め
る場合に該当するものと認められるときは、地
方交付税法第十四条の規定による当該地方公共
団体の各年度における基準財政収入額は、同条
の規定にかかわらず、当該地方公共団体の当該
各年度分の減収額（事業税又は固定資産税に関
するこれらの措置による減収額にあっては、こ
れらの措置がされた最初の年度以降三箇年度
（個人の行う畜産業及び水産業に対するものに
あっては、総務省令で定める期間に係る年度）
におけるものに限る。）のうち総務省令で定め
るところにより算定した額を同条の規定による
当該地方公共団体の当該各年度（これらの措置

（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置）
第三十一条 地方税法（昭和二十五年法律第二百二
十六号）第六条の規定により、地方公共団体
が、過疎地域内において製造の事業、 情報通信
技術利用事業若しくは旅館業の用に供する設備
を新設し、若しくは増設した者について、その
事業に対する事業税、その事業に係る建物若し
くはその敷地である土地の取得に対する不動産
取得税若しくはその事業に係る機械及び装置若
しくはその事業に係る建物若しくはその敷地で
ある土地に対する固定資産税を課さなかった場
合若しくは過疎地域内において畜産業若しくは
水産業を行う個人について、その事業に対する
事業税を課さなかった場合又はこれらの者につ
いて、これらの地方税に係る不均一の課税をし
た場合において、これらの措置が総務省令で定
める場合に該当するものと認められるときは、
地方交付税法第十四条の規定による当該地方公
共団体の各年度における基準財政収入額は、同
条の規定にかかわらず、当該地方公共団体の当
該各年度分の減収額（事業税又は固定資産税に
関するこれらの措置による減収額にあっては、
これらの措置がされた最初の年度以降三箇年度
（個人の行う畜産業及び水産業に対するものに
あっては、総務省令で定める期間に係る年度）
におけるものに限る。）のうち総務省令で定め
るところにより算定した額を同条の規定による
当該地方公共団体の当該各年度（これらの措置
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が総務省令で定める日以後において行われたと
きは、当該減収額について当該各年度の翌年
度）における基準財政収入額となるべき額から
控除した額とする。

が総務省令で定める日以後において行われたと
きは、当該減収額について当該各年度の翌年
度）における基準財政収入額となるべき額から
控除した額とする。

- 本則-
施行日：平成22年 4月 1日
第五章 雑則
（過疎地域の市町村以外の市町村の区域に対する
適用）
第三十二条 この法律の規定は、平成八年以降にお
いて最初に行われる国勢調査の結果による人口
の年齢別構成が公表された場合においては、第
二条第一項第一号中 ◆追加◆「平成七年の人口
から」とあるのは「第三十二条に規定する国勢
調査が行われた年（以下「基準年」という。）
の人口から」と、「昭和四十五年」とあるのは
「基準年から起算して二十五年以前において最
近に国勢調査が行われた年」と、「〇・一」と
あるのは「〇・一を二十五で除して得た数値に
基準年から起算して二十五年以前において最近
に国勢調査が行われた年の翌年から基準年まで
の年数を乗じて得た数値」と、「昭和三十五
年」とあるのは「基準年から起算して三十五年
以前において最近に国勢調査が行われた年」
と、「平成七年の人口を」とあるのは「基準年
の人口を」と、「〇・三」とあるのは「〇・三
を三十五で除して得た数値に基準年から起算し
て三十五年以前において最近に国勢調査が行わ
れた年の翌年から基準年までの年数を乗じて得
た数値」と、「〇・二五」とあるのは「〇・二
五を三十五で除して得た数値に基準年から起算
して三十五年以前において最近に国勢調査が行
われた年の翌年から基準年までの年数を乗じて
得た数値」と、「平成七年の人口のうち」とあ
るのは「基準年の人口のうち」と、「同年の人
口で除して得た数値が〇・二四」とあるのは
「基準年の人口で除して得た数値が〇・二四」
と、「同年の人口で除して得た数値が〇・一
五」とあるのは「基準年の人口で除して得た数
値が〇・一五」と、「〇・一九」とあるのは
「〇・一九を二十五で除して得た数値に基準年
から起算して二十五年以前において最近に国勢
調査が行われた年の翌年から基準年までの年数
を乗じて得た数値」と 、同項第二号中「平成八
年度から平成十年度まで」とあるのは「第三十
二条に規定する国勢調査の結果による人口の年
齢別構成が公表された日の属する年度前三箇年
度内」とそれぞれ読み替えて、過疎地域の市町
村以外の市町村の区域についても適用する。

第五章 雑則
（過疎地域の市町村以外の市町村の区域に対する
適用）
第三十二条 この法律の規定は、平成八年以降にお
いて最初に行われる国勢調査の結果による人口
の年齢別構成が公表された場合においては、第
二条第一項第一号中 「平成八年度から平成十年
度まで」とあるのは「第三十二条に規定する国
勢調査の結果による人口の年齢別構成が公表さ
れた日の属する年度前三箇年度内」と、「平成
七年の人口から」とあるのは「第三十二条に規
定する国勢調査が行われた年（以下「基準年」
という。）の人口から」と、「昭和四十五年」
とあるのは「基準年から起算して二十五年以前
において最近に国勢調査が行われた年」と、
「〇・一」とあるのは「〇・一を二十五で除し
て得た数値に基準年から起算して二十五年以前
において最近に国勢調査が行われた年の翌年か
ら基準年までの年数を乗じて得た数値」と、
「昭和三十五年」とあるのは「基準年から起算
して三十五年以前において最近に国勢調査が行
われた年」と、「平成七年の人口を」とあるの
は「基準年の人口を」と、「〇・三」とあるの
は「〇・三を三十五で除して得た数値に基準年
から起算して三十五年以前において最近に国勢
調査が行われた年の翌年から基準年までの年数
を乗じて得た数値」と、「〇・二五」とあるの
は「〇・二五を三十五で除して得た数値に基準
年から起算して三十五年以前において最近に国
勢調査が行われた年の翌年から基準年までの年
数を乗じて得た数値」と、「平成七年の人口の
うち」とあるのは「基準年の人口のうち」と、
「同年の人口で除して得た数値が〇・二四」と
あるのは「基準年の人口で除して得た数値が
〇・二四」と、「同年の人口で除して得た数値
が〇・一五」とあるのは「基準年の人口で除し
て得た数値が〇・一五」と、「〇・一九」とあ
るのは「〇・一九を二十五で除して得た数値に
基準年から起算して二十五年以前において最近
に国勢調査が行われた年の翌年から基準年まで
の年数を乗じて得た数値」と ◆削除◆それぞれ
読み替えて、過疎地域の市町村以外の市町村の
区域についても適用する。

- 附則-
施行日：平成22年 3月17日
（この法律の失効）
第三条 この法律は、 平成二十二年三月三十一日限

（この法律の失効）
第三条 この法律は、 平成二十八年三月三十一日限
8



り、その効力を失う。 り、その効力を失う。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成22年 3月17日 法律 第3号～
施行日：平成22年 3月17日
◆追加◆ 附 則（平成二二・三・一七法三）抄

- 改正法･附則- ～ 平成22年 3月17日 法律 第3号～
施行日：平成22年 3月17日
◆追加◆ （施行期日）

第一条 この法律は、平成二十二年四月一日から施
行する。ただし、附則第三条の改正規定〔中
略〕は、公布の日から施行する。

- 改正法･附則- ～ 平成22年 3月17日 法律 第3号～
施行日：平成22年 3月17日
◆追加◆ （経過措置等）

第二条 この法律による改正後の過疎地域自立促進
特別措置法（以下「新法」という。）第二条第
一項第一号及び第三十二条の規定は、この法律
の施行の日以後に行われた廃置分合又は境界変
更により新たに設置され、又は境界が変更され
た市町村については、適用しない。

- 改正法･附則- ～ 平成22年 3月17日 法律 第3号～
施行日：平成22年 3月17日
◆追加◆ 第三条 この法律の施行により新たに新法第二条第

一項の過疎地域をその区域とすることとなる市
町村については、新法第十条（別表を含
む。）、第十一条、第十四条第四項から第六項
まで、第十五条第八項及び第九項、第十六条第
五項、第十八条第二項及び第三項並びに第十九
条の規定は、平成二十二年度の予算に係る国の
負担若しくは補助又は交付金の交付（以下「負
担等」という。）（平成二十一年度以前の年度
の国庫債務負担行為に基づき平成二十二年度以
降の年度に支出すべきものとされた国の負担等
を除く。）から適用し、平成二十一年度以前の
年度の国庫債務負担行為に基づき平成二十二年
度以降の年度に支出すべきものとされた国の負
担等及び平成二十一年度以前の年度の歳出予算
に係る国の負担等で平成二十二年度以降の年度
に繰り越されたものについては、なお従前の例
による。

- 改正法･附則- ～ 平成22年 3月17日 法律 第3号～
施行日：平成22年 3月17日
◆追加◆ （政令への委任）

第四条 この附則に定めるもののほか、この法律の
施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。
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